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1 指在境外注册的母公司在上海市设立，以投资或授权形式对在一个国家以上区域内的企业履行管理和服务职能的唯一总机

构。设立地区总部须以投资型公司、管理型公司等具有独立法人资格的企业组织形式。 
1 国外に登録した親会社が上海市に設立し、投資又は授権という形式をもって、一国家以上の区域内の企業に対し、管理及びサービス職能

を履行する唯一の本部をいう。地域本部を設立するには、投資型会社、管理型会社等の独立法人資格を有する企業組織形態をとらなけれ

ばならない。 
2 指未达到地区总部标准，但实际承担境外注册的母公司在一个国家以上区域内的管理决策、资金管理、采购、销售、物流、

结算、研发、培训等支持服务中多项职能的外商投资企业（含分支机构）。 
2 地域本部としての基準は満たしていないが、国外に登録した親会社の一国家以上の区域内の管理意思決定、資金管理、仕入、販売、物

流、決済、研究開発、研修等の支援サービスにおける複数職能を実際に負う外商投資企業（分支機構を含む）をいう。 

上海市政府关于促进跨国公司总部机构发

展新政策的解读 
 
 

2019 年 07 月 25 日，上海市政府出台《促进

跨国公司地区总部发展的若干意见》（以下简称“《意

见》”），优化了跨国公司地区总部1和跨国公司总部

型机构2（以下合并简称“总部机构”）的认定条件。

同日，出台修订后的《上海市鼓励跨国公司设立地

区总部的规定》（以下简称“《规定》”），对总部机构

的认定条件及操作细则进行了调整。本文就此进行

解读。 

 

 
一、 出台背景 

 

自 2002 年在全国率先推出鼓励跨国公司设立

总部机构的政策以来，上海吸引跨国公司设立总部

机构已超过 700 家。根据 2018 年外商投资企业年

报数据，跨国公司总部机构以占全市外资企业

1.34%的企业数，贡献了 10%的营业收入、17%的

利润总额、12%的纳税总额和超过 6%的从业人数。 

 

 
 
总部机构有着投资、资金运作与结算、采购与

销售、研发、人力资源、物流分拨、运营管理等功

能。而总部机构在实际履行职能时，往往会受到相

关政策的限制。比如沉淀在自由贸易账户中的资金

能参与的银行理财、债券回购等投资类交易品种较

少，企业资金使用效率低下等。 

 
 

 
此次出台《意见》和《规定》，一方面是为了满

足近年来总部机构越来越多的业务重组、新业务拓

展等要求，另一方面是关注到当下跨国公司的运营

模式不断变化，原总部机构的认定标准难以适应跨

国公司发展新趋势的问题，如互联网等新兴领域跨

国公司的轻资产化难以符合原认定标准中关于母公

司总资产的要求。 

 
 
 

 
二、 政策变化 

 

 多国籍会社の本部機構の発展促進に関する

上海市政府による新政策を読み解く 
 
 

2019 年 7 月 25 日、上海市政府は「多国籍会社の

地域本部の発展促進に関する若干意見」（以下「『意

見』」という）を公布し、多国籍会社の地域本部 1及び多

国籍会社の本部型機構 2（以下「本部機構」と総称す

る）の認定条件を見直した。同日、改正後の「多国籍会

社の地域本部の設立奨励に関する上海市の規定」（以

下「『規定』」という）が公布され、本部機構の認定条件

及び取扱細則が調整された。本稿ではこれらについて読

み解く。 

 

一、 制定に至った背景 

 

2002 年に全国に先駆けて多国籍会社の本部機構

の設立奨励に関する政策を公布して以来、上海が誘致

した多国籍会社の本部機構はすでに 700 社を超えてい

る。2018年の外商投資企業年度報告書のデータによる

と、多国籍会社の本部機構は上海市外資企業数のう

ちの 1.34%を占めており、営業収益では 10%、利益総

額では 17%、納税総額では 12%、そして、従業員数で

は 6%強という貢献をしている。 

 

本部機構は、投資、資金運用及び決済、調達及び

販売、研究開発、人的資源、物流配送、運営管理等

の機能を有する。また、本部機構がその職能を実際に果

たす際には、係る政策に制限されることも珍しくない。例

えば、自由貿易口座に積み立てておいた資金を活用し

購入できる銀行の金融商品、債券買戻といった投資類

取引品目が少なく、企業の資金使用効率を引き下げて

いる等である。 

 

今回、「意見」及び「規定」が公布されたのは、ひとつに

は、近年、本部機構により行われるますます多くの事業

再編、新規業務拡張等のニーズに応えるためであり、そ

して、もうひとつには、例えば、インターネット等の新興分

野における多国籍会社の資産圧縮化に伴い、旧認定

基準における親会社の総資産要件を満たすのが難しく

なっている等、多国籍会社の運営パターンが絶えず変化

し続けていることにより、本部機構の旧認定基準では多

国籍会社の新たな発展の趨勢に適応することが難しくな

っていることが重視されたためである。 

 

二、 政策の変化 

 

http://www.shanghai.gov.cn/nw2/nw2314/nw2319/nw12344/u26aw61406.html
http://www.shanghai.gov.cn/nw2/nw2314/nw2319/nw12344/u26aw61406.html
http://www.shanghai.gov.cn/nw2/nw2314/nw2319/nw12344/u26aw61407.html
http://www.shanghai.gov.cn/nw2/nw2314/nw2319/nw12344/u26aw61407.html
http://www.shanghai.gov.cn/nw2/nw2314/nw2319/nw12344/u26aw61406.html
http://www.shanghai.gov.cn/nw2/nw2314/nw2319/nw12344/u26aw61406.html
http://www.shanghai.gov.cn/nw2/nw2314/nw2319/nw12344/u26aw61407.html
http://www.shanghai.gov.cn/nw2/nw2314/nw2319/nw12344/u26aw61407.html
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(一) 放宽总部机构认定条件 

 

1. 从三方面优化了跨国公司总部机构认定

标准： 

 

 将地区总部母公司总资产要求由4亿

美元放宽至 2 亿美元，将总部型机构

母公司总资产要求由2亿美元放宽至

1 亿美元； 

 取消地区总部母公司实缴注册资本

和地区总部被授权管理机构数量的

要求，取消总部型机构母公司在华投

资企业数量的要求； 

 
 取消地区总部和总部型机构须为外

商独资企业的限制。 

 

 
2. 地区总部和总部型机构认定具体条件如

下（自 2019 年 09 月 01 日起施行）： 

 

地区总部 总部型机构 

 为具有独立法人

资格的外商投资

企业； 

 母公司的资产总

额不低于 2 亿美

元； 

 经母公司授权，

承担在一个国家

以上区域内的管

理决策、资金管

理、采购、销售、

物流、结算、研

发、培训等总部

功能； 

 注册资本不低于

200 万美元； 

 基本符合前述条

件，并为所在地

区经济发展做出

突出贡献的，可

酌情考虑认定。 

 为具有独立法

人资格的外商

投资企业或其

分支机构； 

 母公司的资产

总额不低于 1

亿美元； 

 经母公司授权，

承担在一个国

家以上区域内

的管理决策、资

金管理、采购、

销售、物流、结

算、研发、培训

等总部功能； 

 注册资本不低

于 100万美元，

如以分支机构

形式设立的，总

公司拨付的运

营资金应不低

于 100万美元。 

 

(二) 便利总部机构功能 

 

《意见》分别从提高投资便利度、提高资金使

用自由度和便利度、提高贸易和物流便利化、提高

研发便利化四个方面，提出了多项举措，例如： 

 

 
 支持总部机构参与集团重组 

(一) 本部機構の認定条件の緩和 

 

1. 3 つの方面から多国籍会社の本部機構の認

定基準が緩和された。 

 

 地域本部の親会社の総資産要件が 4

億米ドルから 2億米ドルへと緩和され、本

部型機構の親会社の総資産要件は 2

億米ドルから 1 億米ドルへと緩和された。 

 地域本部の親会社による登録資本金の

払込み及び地域本部の被授権管理機

構の数に関する要件が撤廃され、本部

型機構の親会社の中国における投資先

企業の数に関する要件が撤廃された。 

 地域本部及び本部型機構は外商独資

企業でなければならないとする制限が撤

廃された。 

 

2. 地域本部及び本部型機構の認定条件

（2019年 9月 1日から施行）は、具体的に以

下の通りである。 

地域本部 本部型機構 

 独立した法人資

格を有する外商

投資企業であるこ

と。 

 親会社の資産総

額が 2億米ドルを

下回らないこと。 

 親会社の授権に

より、1 か国以上

の区域におけるマ

ネジメント上の意

思決定、資金管

理、調達、販売、

物流、決済、研

究開発、トレーニ

ング等の本部機

能を有すること。 

 登録資本金が

200万米ドルを下

回らないこと。 

 前述した条件を

ほぼ満たしてお

り、また所在地の

経済発展に大きく

貢献した場合、

情状を酌量して

認定することが考

えられる。 

 独立した法人資

格を有する外商

投資企業又はそ

の分支機構であ

ること。 

 親会社の資産総

額が 1億米ドルを

下回らないこと。 

 親会社の授権に

より、1 か国以上

の区域におけるマ

ネジメント上のの

意思決定、資金

管理、調達、販

売、物流、決済、

研究開発、トレー

ニング等の本部

機能を有するこ

と。 

 登録資本金が

100 万米ドルを

下回らないこと。

分支機構の形式

で設立する場合

は、本社から割り

当てられる運転

資金が 100 万米

ドルを下回らない

こと。 

 

(二) 本部機構としての機能の利便化 

 

「意見」は、投資上の利便性の向上、資金運用面で

の自由度と利便性の向上、貿易及び物流の利便性の

向上、研究開発の利便性の向上という 4 つの方面から

いくつもの措置を提起している。例えば、以下のものがあ

る。 

 本部機構のグループ再編への参加を後押しする
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 便利总部机构境内外资金运营管理 

 
 在跨境资金池业务下开展全币种跨境收付 

 

 支持总部机构开展离岸转手买卖 

 
 试点连锁企业“一照多址” 

 
 

 支持总部机构开展关税保证保险、促进研

发试验用材料进出口便利化 

 
 

(三) 加大配套保障建设 

 

《意见》从家政服务、医疗服务与保险、外籍

人员子女教育三个方面进一步加强对总部机构功能

的配套保障。例如： 

 
 总部机构高级管理人员聘雇的家政服务人

员可办理私人事务类居留证件 

 
 鼓励医疗机构与国际保险机构合作，便利

医疗保险结算 

 鼓励优质外籍子女学校进行布点、扩大规

模 

 

三、 政策影响 

 

(一) 跨国公司设立总部机构门槛降低 

 

 
1. 总部机构有关母公司资产总额的认定门槛

大幅度放宽，对于行业巨头以外的成长性

企业，即目前规模不大、但具备行业潜力

的企业来说，条件适当宽松，有利于成功

认定并在上海落户发展。从顺应跨国公司

轻资产发展趋势来看，可以吸引服务业和

新业态跨国公司设立总部机构。 

 

 

 

2. 取消对管理机构数量和在华投资企业数量

的要求，对因行业特点（如建筑设计服务

业）设立的独立法人机构较少、难以达到

原先认定标准中关于管理机构数量的要求

的跨国公司，有利于其进行总部机构的认

定。 

 

3. 取消“外商独资企业”的限制，符合中国

企业特别是民营企业的发展需要。目前，

跨国公司与中国企业合作的意愿加强，取

消总部机构必须是独资企业这一限制可以

促进总部经济多元化发展。同时，对于有

改制上市需求的总部机构而言，取消“外

商独资企业”的限制有利于其发展壮大。 
 
 
 

こと。 

 本部機構の国内、国外における資金運用管理

面での利便性を向上させること。 

 クロスボーダー資金プール業務において全通貨ク

ロスボーダー決済を実施すること。 

 本部機構によるオフショア転売業務の実施を後

押しすること。 

 チェーン展開する企業向けの「一つの営業許可

証に複数経営場所の住所登録」の取り組みを

進めること。 

 本部機構による関税保証保険の加入を後押し

し、研究開発試験用材料の輸出入の利便性向

上を促進すること。 

 

(三) 関連する保障措置の強化 

 

「意見」は、ホームヘルプサービス、医療サービス及び

保険、外国籍人員の子女教育という 3 つの方面から、

本部機構の機能に対する保障措置をさらに強化した。

例えば、以下の通りである。 

 本部機構の高級管理職により雇用されるホーム

ヘルパースタッフは私的事務類の居留証手続きを

行うことができる。 

 医療機構と国際保険機構との連携を奨励し、

医療保険精算の利便性を図る。 

 良質な外国籍子女学校の設置、規模拡大を奨

励する。 

 

三、 政策による影響 

 

(一) 多国籍会社の本部機構を設立するためのハードル

を引き下げた 

 

1. 本部機構の親会社資産総額に関する認定ハ

ードルが大幅に緩和され、業界大手以外の成

長企業（即ち、当面の規模はそれほど大きくな

いが、業界での潜在的可能性のある企業）に

とっては、要件が適度に緩和されることで、認

定を受け上海へ進出し発展するうえで有利で

ある。多国籍会社の資産圧縮化の発展趨勢

に応えるという視点からみると、サービス業及び

新業態の多国籍会社が本部機構を設立する

よう誘致することが考えられる。 

2. 管理機構の数及び中国における投資先企業

の数に関する要求を撤廃し、業種の特徴から

（例えば、建築設計サービス業）設立した独立

法人機構が少なく、旧認定基準における管理

機構の数に関する要件を満たすことが難しい

多国籍会社にとっては、本部機構の認定を受

けるうえで有利である。 

3. 「外商独資企業」の制限を撤廃することは、中

国企業、とりわけ民営企業の発展のニーズに

適合する。現在、多国籍会社と中国企業とが

提携しようという意志は高まっており、本部機

構は必ず独資企業でなければならないという

制限を撤廃することで、本部経済の多角的発

展を推し進めることができる。また同時に、会

社形態を変更し上場しようという本部機構にと

っては、「外商独資企業」という制限の撤廃

は、その発展や規模拡大において有利であ
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(二) 税收政策有望优惠 

 

《意见》指出，支持总部机构参与集团重组，

为涉及总部机构的企业重组提供便利措施，由市税

务局、市财政局负责具体落实。按照现行税务法规，

对于符合条件的重组可以适用特殊性税务处理，即

暂不确认所得，企业所得税做递延处理。此次为总

部机构重组提供便利，可以期待为放宽特殊性重组

的条件，或是提供税务管理程序上的便利，但最终

优惠有待后续政策细节的出台。 

 
 

 
 
(三) 资金管理得以完善 

 

《意见》提出 13 条措施致力于提高跨国公司

资金使用自由度和便利度。从便利境内外资金运营

管理出发，通过支持在跨境资金池业务下开展本外

币全币种跨境收付、进行经常项目跨境收付，取消

跨境资金池业务合作银行、国内资金主账户数量限

制等举措，实现“跨国公司内部资金打通、境内与境

外资金打通、经常与资本资金打通、人民币与外币

资金打通”。  

 
 

 
 
(四) 贸易与物流便利化 

 

《意见》提出的“一照多址”，将分支机构设立登

记简化为经营场所备案。今后在上海市范围内开办

连锁店，只需要一个执照，其余门店进行备案即可。 

 
 

 

 
《意见》提出，推进海关面向总部机构实施注

册登记、通关、减免税、保税等业务“一站式”办理，

对于生产和出口活动频繁的跨国公司而言，清关速

度的提高将大大提升公司的竞争力。 

 
 

 
(五) 研发便利化进一步加强 

 
针对研发型企业关注的研发用材料进出口、人

才、知识产权保护等问题分别提出相应措施。比如

研发人员可以享受到总部机构的人才政策，易被侵

权的涉外高知名度商标可被纳入上海市重点商标保

护名录、获取相应保护等。 

 
 

 
(六) 总部机构功能配套保障 

 

在总部机构功能的配套方面，增加发展外籍人

员子女国际教育、增强涉外医疗服务能力、便利总

部机构高管人员聘雇的外籍家政服务人员进出境的

る。 

 

(二) 税収政策の優遇措置が期待される 

 

「意見」によると、本部機構がグループ再編に参加する

ことを後押しし、本部機構に係る企業再編において利便

化措置を提供し、上海市税務局、上海市財政局がこ

れを具体的に実施するとされている。現行する税務法規

では、条件を満たす再編の場合、特別税務処理の適用

が可能であり、即ち、ひとまず所得額を確定することなく、

企業所得税の繰り延べ処理が認められる。今回、本部

機構の再編に利便性を与えることで、特別再編の条件

を緩和し、又は税務管理手順上の利便性の向上が期

待される。なお、最終的な優遇措置は、今後の具体的

な政策次第である。 

 

(三) 資金管理を一層整備する 

 

「意見」では、多国籍会社資金運用の自由度及び利

便性の向上に取り組むための 13 条の措置を提起してい

る。国内及び国外の資金運用管理に利便性を提供す

ることを目的とし、クロスボーダー資金プール業務における

人民元対外貨のクロスボーダー決済、経常項目のクロス

ボーダー決済の実施を後押しし、クロスボーダー資金プー

ル業務提携銀行、国内資金主要口座数の制限等の

措置を撤廃し、「多国籍会社の内部資金の融通、国内

と国外間の資金の融通、経常資金と資本資金間の融

通、人民元と外貨資金間の融通」を実現させるとしてい

る。 

 

(四) 貿易及び物流の利便化 

 

「意見」に記載される「一つの営業許可証に複数経営

場所の住所登録」制度では、分支機構の設立登記を

経営場所での届出へと簡素化した。今後、上海市の範

囲内でチェーン拠点を設置する場合、営業許可証が１

つありさえすれば、他の店舗は届出手続きを行うだけでよ

い。 

 

「意見」では、税関が多国籍会社の本部機構向けに

登録登記、通関、減免税、保税等の業務を扱い、「ワン

ストップ化」による対応を推し進めるよう提起しており、生

産及び輸出業務を頻繁に取り扱う多国籍会社にとって

は、通関手続きが加速化されることにより、会社の競争

力を大いに高められる。 

 

(五) 研究開発の利便性を一層強化する 

 

研究開発型企業が注目する研究開発用材料の輸

出入、人材、知的財産権保護等の問題についてそれぞ

れ措置が打ち出された。例えば、研究開発人員は、本

部機構における人材政策を享受することができ、また、

権利を侵害されやすい知名度の高い渉外商標は上海

市重点商標保護リストに掲載され、相応の保護が受け

られる等である。 

 

(六) 本部機構の機能に付帯される保障 

 

本部機構の機能に付帯する措置として、外国籍人員

の子女の国際教育の発展、渉外医療サービス能力の向

上、本部機構の高級管理職が雇う外国籍ホームヘルパ
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措施，进一步便利总部机构外籍人员和高管人员的

生活。 

 

 
四、 结语 

 

上海市政府关于促进跨国公司总部机构发展的

新政策，清晰地传达出了政府重视跨国公司总部机

构经济发展、并希望通过促进营商环境便利化来推

动总部机构功能集聚与发挥的信号。其最大特色在

于，不仅通过放宽认定条件来吸引新的总部机构的

设立，而且对于目前已有的、认定成功的总部机构，

也从投资便利度、资金使用自由度和便利度、贸易

和物流便利化、研发便利化等方面进行了一系列政

策突破，对进一步吸引和鼓励跨国公司在沪设立总

部机构、集聚资源拓展功能，促进上海经济高质量

发展起到积极作用。 

 
 
 

 
相关措施的落实还有待于各主管部门的具体指

引出台，建议继续关注。 

 

 
（里兆律师事务所 2019 年 10 月 11 日编写） 

ーの出入国面での利便性を提供する措置を追加し、本

部機構の外国籍人員及び高級管理職に対し生活面に

おける一層の利便性を提供する。 

 

四、 終わりに 

 

多国籍会社の本部機構の発展促進に関する上海市

政府の新政策は、政府が多国籍会社の本部機構によ

る経済発展を重要視し、且つビジネス環境の利便性を

促すことにより本部機構の機能の集約と実現を進めてい

きたいという合図を明確に発信している。その最も大きな

特色は、認定要件を緩和することで、新な本部機構の

設立を誘致するだけではなく、現在既存の、認定を受け

た本部機構に対しても投資の利便性、資金運用面での

自由度及び利便性、貿易及び物流の利便性、研究開

発の利便性向上といった方面から、一連の革新的な政

策を打ち出し、多国籍会社が上海に本部機構を設立

し、資源開拓機能を集約するようさらに誘致し、奨励し、

上海経済の高度な発展を推し進めるうえで積極的な役

割を果たすものである。 

 

関連措置の実施においては、今後、各主管部門から

具体的なガイドラインが公布される必要があり、引き続き

注意を払っていきたい。 

 

（里兆法律事務所が 2019 年 10 月 11 日付で作成） 


